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航路標識を活用した安全対策の強化
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１． 海上保安庁が整備する航路標識の範囲

航路標識整備事業費と標識数
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１． 海上保安庁が整備する航路標識の範囲

 社会資本整備重点計画法に基づく重点的・効果的・効率的な事業の実施

 国の「経済財政運営と改革の基本方針」を踏まえた本格的な歳出改革

 人口減少等の社会構造の変化を踏まえた事業の選択と集約

 光波標識のニーズ変化（ＧＰＳによる正確な船位確認の補完、バーチャルＡＩＳ航路標識の出現）

「必要性」が高く求められ、「公共性」を十分に満たすものを厳選（選択と集中）
⇒ 新設は、大きな環境変化がない限り、原則実施しない。

航路標識整備事業の現状

整備の範囲

○海上交通法令の運用上必要なもの  法定航路、航行経路を示す灯標、灯浮標、ＡＩＳ信号所

○受益者が特定できないもの

 岬、島、その他沿岸の要所を示す灯台、灯標

 推薦航路、整流基点を示す灯標、灯浮標、ＡＩＳ信号所

 浅瀬、岩礁を示す灯標、灯浮標、照射灯、ＡＩＳ信号所

 港の入口を示す灯台、灯標、灯浮標

 安全な水路を示す導灯、指向灯

 安全情報を提供する船舶通航信号所

 潮流情報を提供する潮流信号所

整備の対象



２． 小委員会の審議結果に関する部会への報告（案）

（1） 委 員 （平成28年12月現在）

〔委 員〕

淺 野 正一郎 情報・システム研究機構国立情報学研究所名誉教授

〔臨時委員〕

◎ 今 津 隼 馬 東京海洋大学名誉教授

大 森 敏 弘 全国漁業協同組合連合会常務理事

小 田 和 之 （一社）日本船主協会副会長

加賀谷 尚 之 （一財）日本海洋レジャー安全・振興協会常務理事

小 島 茂 （一社）日本船長協会会長

蔦 井 孝 典 （一社）日本旅客船協会副会長

（ 入 谷 泰 生 （一社）日本旅客船協会副会長 ）

内 藤 吉 起 日本内航海運組合総連合会理事

福 永 昭 一 日本水先人会連合会会長
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◎：委員長

【五十音順 敬称略】

※（ ）内は上記の前任者



２． 小委員会の審議結果に関する部会への報告（案）

（2） 審議日時及び審議事項

第１回 平成27年10月7日(水) 10：00～12：00 ・ 航路標識の性能要件
・ 許可制から届出制とする航路標識の範囲
・ 情報提供業務等の現状と課題

第２回 平成27年12月4日(金) 10：00～12：00 ・ 許可標識の管理の審査に関する基準の現状等
・ 許可制から届出制とする航路標識の範囲のあり方
・ 海上保安庁における情報提供業務等のあり方
・ 民間事業者等における情報提供施設の現状等

第３回 平成28年3月11日(金) 10：00～12：00 ・ 航路標識の許可基準等
(1) 位置、構造及び設備
(2) 他人の利益を著しく害すること
(3)管理の方法
(4) 設置・管理の能力
(5) 届出標識の基準

第４回 平成28年7月4日(水) 14：00～15：30 ・ 航路標識法の許可・届出の基準
・ 民間事業者等による情報提供のあり方
・ 海上構築物等への航路標識の設置のあり方
・ 必要性の低下した情報提供手段の見直しに係る工程等

第５回 平成28年10月5日(水) 14：00～15：00 ・ 海上構築物等への航路標識の設置のあり方
・ 民間事業者等による情報提供の要件

第６回 平成28年12月8日(木) 14：00～ ・ 海上保安庁が整備する航路標識の範囲
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２． 小委員会の審議結果に関する部会への報告（案）

（3） 付託事項に対する審議概要

１．情報提供施設を含む航路標識の設置基準、性能要件

① 航路標識法の許可・届出の基準

・ 規制範囲は、安全確保のための必要最小限とし、夜標効果及び昼標効果により基準化した。

・ 許可又は届出の審査基準は、位置、構造及び設備に関する事項とし、詳細についてガイドラインで解説す

ることとした。

・ 基準に満たない施設についても設置・管理のガイドラインを定め、安全指導することとした。

② 航路標識の性能要件

・ 設置位置、光達距離、灯質等の具体的要件は、わかりやすくしたうえで、公表することとした。

③ 民間事業者等による情報提供

・ 船舶通航信号所は、情報提供を行う海域内にある船舶の動静を把握したうえで、情報を提供すべき船舶を

特定して他船の動向等を国際VHF等により提供又は不特定の船舶に船舶の通航状況の情報を電光表示

板等により提供することを基準とした。

・ 船舶通航信号所の情報収集・提供方法及び設備は、一定水準を確保することとし、具体的要件を定めた。
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２．許可制から届出制とする航路標識の範囲

・ 届出制の対象航路標識は、性能要件、地域特性、船舶交通への影響度を踏まえ、灯光及び電波以外の手

段を使用するものとした。
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３．航路標識の設置を勧告する海上構築物等の要件

４．設置勧告の実施に当たっての海域利用者等からの意見聴取方法等

５．その他、制度の運用等に必要な事項

① 海上保安庁における情報提供業務

・ 中短波放送、テレホンサービス等の必要性が低下した情報提供手段について、 利用者との十分な調整が

図られたものから廃止又は集約化することとした。

② 海上保安庁が整備する航路標識の範囲

・ 海上交通法令の運用上必要なもの及び受益者が特定できないものを整備の対象とし、このうち「必要性が

高く求められ、公共性を十分に満たすもの」を厳選のうえ、新設は、大きな環境変化がない限り、原則実施し

ないこととした。

２． 小委員会の審議結果に関する部会への報告（案）

・答申において、設置勧告が「航路標識の配置基準の明確化を図ること」と見直されたことに伴い、航路標識

の配置基準について検討した。

・ 航路標識の配置基準は、「船舶交通の安全確保のため、どこに、どのような航路標識が必要か」を示すガ

イドラインとし、対象施設及び明示方法を明確化した。

・答申において、設置勧告が「航路標識の配置基準の明確化を図ること」と見直されたことに伴い、検討対象

から除外した。



参考資料

・海上保安庁が管理する航路標識

・航路標識の現状
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灯 台
（3,211）

その他の光波
標識（783）

光波標識（5,196） 電波標識（61） その他の航路標識（42）

航路標識（5,299）

灯浮標（ブイ）
（1,202）

○船舶通航信号所（35）

○潮流信号所（7）

○DGPS局（27）

○AIS信号所（7）

○無線方位信号所（27）

○指向灯（17）

○導灯（48）

○灯標
（521）

○照射灯（142）

○立標・浮標（55）

レーダービーコン

海上交通センター等

≪参考資料≫ 海上保安庁が管理する航路標識

※H28．4．1現在



〔踊場床モルタルの剥がれ状況〕〔踊場の腐食状況〕 〔踊場手すりの腐食状況〕

〔タイルの剥離状況〕 〔室内への漏水状況〕

〔灯台本体の腐食・汚損状況〕

≪参考資料≫ 航路標識の現状

航路標識の老朽状況 海上交通センター現用機器の
使用経過年数
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【主装置】

【データ伝送回線】

【管制信号板】



海上保安庁が設置・管理する航路標識全体（H19年度末：約5,500基）の１割を超える約600基を廃止することとし、
廃止作業を進めている。

上記ビジョン等に基づき、約240基を廃止。

H24.6行政事業レビュー（公開プロセス） ～「抜本的改善」＝技術革新も踏まえ、光波標識の必要性を検証
⇒ H25.8光波標識の評価手法に係る技術的検討会 ～外部有識者による評価手法を策定
⇒ H26.3上記評価手法を用いて選定した約382基の廃止計画を策定

・H26年度～28年8月 約60基を廃止。

・ビジョン等に基づく廃止と併せて約300基を廃止済み。

・既に382基の大部分について、地元への提案は完了。

・各地で地元調整が難航するケースが報告。

・計画期間 H26年度から10年間（H35年度末まで）
・内訳 沿岸標識35基、港湾標識269基、その他78基
・港湾・漁港管理者及び利用関係者へ説明を行い、理解を得た上で実施

H20.6第２次交通ビジョン ～機能が重複し又は必要性が低下した航路標識約600基を廃止に向け調整

≪参考資料≫ 航路標識の廃止の推進
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残る300基余の廃止に向け、踏み込みが必要


